
貸 借 対 照 表 

  （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

   （単位：円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

Ⅰ 資産の部 
 １ 流動資産 
    現 金 
    預 金 
    営 業 未 収 金 
      未 収 金 
    貯 蔵 品 
    前 払 金 
    その他流動資産 
 
  流動資産合計 

 
 ２ 固定資産 
    建 物 
    構 築 物 
    機 械 
    車 両 運 搬 具 
    工 具 
    事 務 用 備 品 
   有形固定資産合計 
 
    電 話 加 入 権 
    ソ フ ト ウ ェ ア 
   無形固定資産合計 
 
    投 資 有 価 証 券 
    前 払 年 金 費 用 
   投資その他の資産合計 
 
   固定資産合計 

 
 

798,272 
888,636,814 
967,566,518 
1,271,567 
9,742,337 
2,582,420 
239,660 

 
1,870,837,588 

 
 

1,959,767 
5,268,429 
334,963 
288,518 

4,663,233 
2,993,808 
15,508,718 

 
95,250 

9,193,040 
9,288,290 

 
19,994,000 
7,738,992 
27,732,992 

 
52,530,000 

 

Ⅱ 負債の部 
 １ 流動負債 
    営 業 未 払 金 
    未 払 法 人 税 等 
    未 払 金 
    未 払 費 用 
    仮 受 金 
    前 受 収 益 
    預 り 金 
    賞 与 引 当 金 
    未 払 消 費 税 等 
 
   流動負債合計 
 
 

 
 

275,827,671 
56,333,700 
141,861,501 
13,537,141 

40,500 
3,526,340 
29,030,577 
96,650,100 
39,187,900 

 
655,995,430 

 
 
 

    負債合計 655,995,430 

Ⅲ 純資産の部 
 １ 株主資本 

 
    資 本 金 
    資 本 剰 余 金 
     資 本 準 備 金 
 
    利 益 剰 余 金 
     その他利益剰余金 
      繰越利益剰余金 
 
   株主資本合計 
 
 

 
 
 

315,000,000 
315,000,000 
315,000,000 

 
637,372,158 
637,372,158 
637,372,158 

 
1,267,372,158 

      純資産合計 1,267,372,158 

資産合計 1,923,367,588 負債及び純資産合計 1,923,367,588 

 



 

損 益 計 算 書 

 平成 30 年 4 月 01 日から 

 平成 31 年 3 月 31 日まで 

  （単位：円） 

科 目 
金 額 

内 訳 合 計 

 

１ 売 上 高 

 

（１）名古屋市からの受託業務 
 
   ア 給水装置及び排水設備道路取付管工事等 
 
   イ 水道施設及び下水道施設並びにそれらに 

          付随する施設の管理及び運営 
 
   ウ 水道メータの点検等 
 
   エ その他水道事業及び下水道事業に付帯 

              又は関連する業務 
 

（２）名古屋市以外からの受託業務等 

 

２ 売 上 原 価                 

  売 上 総 利 益               

３ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費        

  営 業 利 益                 

４ 営 業 外 収 益               

    受 取 利 息               

    そ の 他 営 業 外 収 益         

  経 常 利 益                 

  税 引 前 当 期 純 利 益           

  法 人 税 等                 

  当 期 純 利 益              

 

 

 

 3,507,830,321 
 
 1,373,771,774 
 
  

 1,328,633,424 
 
  575,711,123 
 
   

  229,714,000 
 

  179,231,361 

 

 

 

 

 

 

    291,130 

   8,112,447 

 

 

 

 3,687,061,682 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 

 

 3,349,295,428 

  337,766,254 

  205,329,605 

  132,436,649 

   8,403,577 

 

000000000000000 

  140,840,226 

  140,840,226 

  070,239,500 

   70,600,726 



 

 

 

注 記 表 

（平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで） 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 (1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    材料‥‥移動平均法による原価法によっております。 

 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 

    ①有形固定資産 定率法によっております。 

          ・平成１０年４月１日以降取得の建物（付属設備を除く）について 

           は定額法 

          ・平成２８年４月１日以降取得の建物付属設備及び構築物について 

           は定額法 
 

    ②無形固定資産 定額法によっております。 

 

 (3) 引当金の計上方法 

    ①退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の額に

基づき、期末において発生していると認められる額を退職給付引当金として計上して

おります。 

    なお、当期末においては、年金資産の額が退職給付債務を超過しているため、当該

超過額を前払年金費用として計上しております。 

    ②賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当該事業年度負担額を計上し

ております。 

 

 (4) 消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 


